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20世紀日本の都市化と産業発展

石井　晋

1．はじめに

　20世紀の日本は、恐慌や戦争による大きな経済の後退を経ながらも、急速な経済成長を遂げた。この

過程で、日本各地の地域経済構造は大きく変化した。急激な発展を遂げた地域もあれば、あまり変化し

なかった地域もあり、経済地図が大きく塗り替えられてきた。まずは、簡単な指標として、都道府県庁

所在都市の人口推移を見てみよう（表1）。多くの都市で人口増加が著しく、この間に都市化が急速に進

展したことがわかる。順位変動を見ると、東京が常にトップであり、大阪がほぼそれに次ぐ地位を保っ

ていることには変わりがないが、それ以外の都市の順位の入れ替わりは激しい。上位から低下していっ

た都市は金沢、長崎などであり、他方で浦和、千葉、福岡などの上昇が著しい。また、いったん順位が

下降したあと、20世紀後半に上昇した奈良や大分のような都市もある。20世紀日本の都市化の進展は明

らかであるが、都市化の進展の仕方は都市によって多様だったのである。

　都市化とは何か。簡単な定義はできないが、およそ次のようにいえるだろう。すなわち、一つまたは

複数のビジネス・センター、商業センターの形成、数時間以内にセンターにアクセスすることができる

程度のまとまった地域への人口の集中、およびそのような地域の拡大。従来の研究では、このような都

市化の進展は、産業発展の従属変数としてとらえられることが多かったように思われる。一般的にいっ

て、産業発展（特に近代では工業化）とともに、産業化した地域に人口が集積し、都市化が進展すると

の見方が、経済発展パターンについての通常の理解であった。よりナイーブな見方では、ある地域の要

素賦存がその地域の産業構造を決め、需要成長度の高い産業を有する地域の雇用が増え、都市化が進展

するということになろう。

　そのような標準的な見方を背景に、開発経済学においては、産業化（主に工業の発展）を伴わない都

市人口の拡大は「過剰都市化」といわれ、解消すべき課題と考えられてきた。過剰都市化によってスラ

ムが発生したり、露天商、日雇い労働者などのインフォーマル部門の雇用が拡大し、社会が不安定にな

るとの懸念からである’。しかし、このような過剰都市化論が示唆するのは、産業発展が都市化をもたら

すとは必ずしもいえず、むしろ都市にはそれ自体何らかのメリットがあって人口が集中し、そのような

人口の増加に伴う多様な需要の増大がインフォーマル部門の雇用拡大をもたらすという可能性である。

　最近では、都市化ないし人口の集中がより積極的にとらえられることが多い。Michael　Pα敏［1990］の整

理によれば、国（地域）の競争優位の源泉として、資本と労働といった静態的な生産要素に加え、資本

1　都市インフォーマル層への関心は、経済史においても、隅谷三喜男［1955］『日本賃労働史論』東京大学出版

会の都市雑業層論に強く示されている。また、都市下層の分析については、中川清［1985］『日本の都市下層』

勤草書房も参照。
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表1　都道府県庁所在都市人ロの推移
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出所：国勢調査報告
注：市域が変更したものもあるが調整せず調査時点での人ロを掲げた。
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と労働を適切に組み合わせる企業の戦略や競争構造、関連産業の集積、地域産業に対する需要条件が重

要性を持つと考えられる2。となると、各地域の社会文化的条件に規定される独特の組織のあり方、組織

と組織の間の取引関係や情報流通のあり方などは、動態的な生産要素として機能していると考えて良い

であろう。近年では、そうした視点に基づき、産業クラスター’（定義はさまざまだが、Michac1　Porterに

よれば、「特定分野における関連企業、専門性の高い供給業者、サービス提供者、関連業界に属する企業、

関連企業（大学、規格団体、業界団体）などが地理的に集中し、競争しつつ同時に協力している状態」3）

研究が活発化しつつある4。このような研究が示唆するのは、生産要素の賦存→産業発展→都市化という

発展のパターンとはむしろ逆のパターン、都市化→産業集積による新たな生産要素の形成→産業発展、

が重要性を増しつつあるということである。このことは、累積的な都市化の進展を説明することを可能

にする。

　都市の生成や構造を説明する都市経済学においては、集積の経済的利益ないし都市化を促す要因が注

目され、産業発展と都市化との間の相互補完関係が注目されてきた。都市への集積は、主に次の二点か

らメリットをもたらす5。第一に、地域特化の利益であり、同一産業が一定地域に集積することにより、

関連産業の規模の経済、企業同士の情報交換、特定技能を持つ労働者の入手可能性が高まる。第二に、

都市化の利益であり、複数の産業が一定地域に集積することにより、多様で多数の需要者を顧客とする

銀行、保険、不動産、事業所サービス業が発展し、それらのサービスが低コストで利用可能となる。ま

た、多様な産業が立地することで、地域全体の雇用が景気変動の波から受けるショックが和らげられる

可能性がある。第三次産業の比率が高まってきている近年の高所得国の産業発展を分析する際には、こ

のような都市化の利益に注目することが不可欠であろう。

　さて、都市化→産業発展という因果経路の重要性は、上記のように抽象的には理解できるであろうが、

理論的に精緻化したり、実証したりしようとすると容易ではない。なぜならば、第一に、都市化として

どのような指標をとればよいのか明確でないからである。第一次的接近として人口規模をとることが考

えられるが、その際どの程度の広さを持った地域を単位とするかという問題に直面する。集積効果を考

えるためには、日常的な人的接触が可能な距離の範囲内を単位とするのが適当であると思われるが、そ

のためには交通機関や道路網についての詳細なデータを必要とする。これは並大抵の作業ではない。さ

らに作業の結果地域を画定したとして、そうした地域に対応する経済データは多くの場合、得られない。

となると分析上、行政区画上の都市を単位とすることで妥協せざるを得ないことが多いであろう。さら

に、ひと口に人口といっても、年齢、性別、学歴、所得、技能水準、流動性はさまざまであり、単純に

一人の人間を1として足し合わせるだけでは不十分なことが多いであろう。必要に応じて域内所得、事

業所の数、小売商売上高などの変数を考慮する必要がある。

　第二に、都市化→産業発展を結ぶ経路がきわめて複雑であると考えられることである。産業発展→都

市化という因果方向に関していえば、雇用の拡大というほぼ単一の経路を考えればよかった。しかし、

逆方向の因果関係はそれほど単純ではない。抽象的には先に述べたような、産業集積や一定地域の需要

規模拡大による規模の経済の実現という経路が考えられるが、その具体的な内容について、われわれの

2
3
4
だ
0

Michael　E，　Porter　［1990】“Competitive　Advantage　of　Nations”，　Free　Press．

Michael　E，　Porter［1998］“On　Competition”，　Harvard　Business　School　Press．

石倉洋子ほか著［2003］『日本のクラスター戦略』有斐閣、などを参照。

佐々木公明・文世一［2000］『都市経済学の基礎』有斐閣に手際よい説明がある。
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持っているこれまでの知識はあまりにも少ない。データ的に分析する際には、しばしば結果をもって原

因を推測するほかないかも知れない。たとえば、ある地域である産業が集積して発展したことを持って、

その地域において規模の経済が実現していたに違いない、といったような説明である。となると、さし

あたりは、具体的事例研究を積み重ねることで、都市化→産業発展という経路の重要性に関する知識を

豊富化するほかないであろう。

　以上のように、都市化→産業発展という因果関係の分析は、その重要性が認識されつつも、困難が大

きいことを指摘したが、次に、本稿でこのような分析に注目する理由について述べよう。

　第一に、筆者の関心は、20世紀の日本経済の発展史に関して、できるだet：包括的な説明を与えること

にある。従来の経済史研究は、産業発展とその要因に関して豊富な知識を蓄積してきた。産業発展の要

因として特に注目されてきたのは、生産要素の賦存（Ex．安価で良質な労働力）、経済的な制度（Ex．西欧

的金融・企業制度の導入、地主制度）、政府の政策（Ex．殖産興業、産業政策）、組織（Ex．財閥、雇用シ

ステム）などであった。都市化それ自体が産業発展の要因として注目されたことはあまりない。このよ

うな視点に立つことで、経済史研究の幅を広げることが可能となるであろう。

　地域開発や都市の発展に関する研究も多々あるが、それらは産業発展の付随的な現象として理解され

てきたにすぎなかった。地域開発に関する研究は、多くの場合、産業発展に必要な土地の不足に対応し

ていかに工業用地が供給されたかに着目してきた6。都市に関する研究では、産業発展に伴う都市の過密

化に対し、どのようにして都市計画がなされたか、あるいは都市計画が実現できず都市発展の制約とな

ったかが説かれてきた7。都市化ないし人口集積そのものが産業発展にどのような影響を及ぼすのかとい

った観点からの研究はほとんどなされてこなかったのである。ただし、最近の研究ではこうした問題に

も関心が払われている。たとえば、武田晴人『地域の社会経済史』には、次のような指摘がある。「要素

賦存状態に一方的に規定されるのではなく、これを人為的に改変し、自らの地域の資源を産業化に生か

そうとする動きも見られるが、そこでは人々の共同によって新たな組織的な活動が創始され、これによ

って地域間の要素賦存状態の差異を突破しようとする動きが重要な意味を持つ。それ自体が、起業活動

であり、そうした組織の発展そのものが、結果的にはそれぞれの地域の社会関係それ自体に影響を与え、

逆に制約され続ける」8。ここで想定されているのは、産業集積や人口集積の効果といったような経済的

メカニズムではなく、むしろ市場経済の展開や起業活動の活発化を可能とするような社会的条件の整備

の重要性であり、都市化の進展に伴う伝統的な共同体の変容に着目したものである。確かに、歴史も文
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　d
化もさまざまに異なる都市は、明治以降の近代化に対して多様に適応し、その結果、バラエティに富ん

だ地域経済史を展開し、それが前記のような人口数の推移にも影響したと考えることができよう。この

ような観点から各地域の歴史を詳細に研究することは、きわめて重要であると考えるが、それだけでは

終わってしまうと単なる個別地域経済史にとどまる。本稿の主要な関心は、日本の都市発展の多様なあ

り方を詳細に検討することを通じて、都市化が産業発展を促進する経済的メカニズムを解明することに

6　地域開発をめぐる政治経済史研究として優れたものとして、藤井信幸［2004］『地域開発の来歴一太平洋岸ベ

　ルト地帯構想の成立』日本経済評論社など。

7　必ずしも経済史研究とはいえないが、都市計画史に関して手際よくまとめられた文献として、越沢明［1991］

　『東京の都市計画』岩波書店。このほか、本稿の関心と近く地方都市の比較史を扱った、大石嘉一郎・金沢史男

編著［2003］『近代日本都市史研究』日本経済評論社、があるが、近代の政策史に偏っている。

8　武田晴人［2003］『地域の社会経済史一産業化と地域社会のダイナミズム」有斐閣p11。
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ある。

　ここで、20世紀日本の経済地図のおよその動向を把握するために、二つのデータを掲げておこう。一

つは、都道府県別人口密度の相対的な数値の推移である。国勢調査データをもとに、1920年、1960年、

㎜年の三時点の地図を作成した（図1）。一見してわかるように、1920年においては、人口密度の高い

地域は関東地方から西へ、東海、北陸、山陽、近畿、九州西部と広がっていた。戦後高度成長期の1960

年には、北陸や九州西南部が抜け、いわゆる太平洋ベルト地帯へと範囲が狭まった。さらに2000年にな

ると南関東、東海、京阪神といった大都市圏への集中が顕著になる。産業発展との対応関係でいえば、

図1　都道府県別人ロ密度の推移

以下の図は、各年における全国の人口密度に対する各都道府県の人口密度の比率である。
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次のようになろう。lg20年頃においては石炭などの資源採掘業、繊維織物など地方に形成された産地、

農業のウェイトが大きく、現代に比べれば人口はより分散していた。1960年代になると、太平洋ベルト

地帯での重化学工業の発展とともに同地域への集中が進展した。2000年には、拡大する第三次産業が集

中する大都市の人口集中度が高まってきた。次に、一人あたり都道府県民所得の相対的な数値の推移を

地図上に表したのが図2である9。この地図は興味深い傾向を示している。1905年の高所得地域は東京、

名古屋、大阪の三大都市圏が中心だが、長野、栃木などの養蚕地帯なども比較的高所得である。その後、

1920、1935年と北陸以西の西日本に高所得地域が固まるようになる。戦後の1960年には、太平洋ベルト

地帯への集中が見られるが、人口密度ほど顕著ではない。1980年には格差の縮小が進んだ結果、相対的

高所得地域が関東、中部、北陸、近畿、中国、北九州へと広がる。2㎜年には北関東から近畿までと、

高所得地域がほぼひとかたまりとなった。

　二つの地図から印象的なのは、時代が下るとともに三大都市圏周辺に人口と所得が集中する傾向が見

られるという事実である。20世紀日本において、因果関係は定かではないが、産業発展と都市化の相互

補完性が高まったことは確かであろう。この相互補完のあり方を解明することが、筆者の最終的な研究

目的である。

　筆者の問題関心の第二は、政策的なものである。近年、公共投資の停滞に伴う地方都市や農村におけ

る経済の疲弊、その一方での大都市における社会資本の不足などが、問題として指摘されることがある。

このような問題について分析する際、都市化→産業発展について解明することが不可欠であると考えら

れる。1970年代以降、地方経済の停滞に伴い、雇用創出のため、公共投資の配分が大都市以外の地方に

偏る傾向が顕著となった。他方でこの間、大都市の公共投資は相対的に低下したといわれる。このよう

な公共投資配分の結果、高度成長期に比して、1970年代以降公共投資がより非効率になったといわれる。

実際、計測された大都市の社会資本よりも地方の社会資本の限界生産性が低いことが多い且゜。

　このような非効率な公共投資が行われざるを得なかった背景として、本稿が注目するのが、都市化→

産業発展という因果経路が次第に重要性を増してきたという可能性である。政策的な関心からすれば、

問題は、このような経路が重要性を増し、その結果、大都市の累積的発展が導かれるのだとして、それ

が一国全体として、異時点問の資源配分として効率的であるのかどうかである。この問題に迫るために

は、資本の効率性を測定するだけでは不十分であろう。なぜならばそうした数値は、経済メカニズムが

作用した後の結果にすぎないからである。都市化が産業発展にどのような影響をもたらすのかについて、

より具体的に知る必要がある。

　ところで、都市化が産業発展に及ぼす影響に加えて、このような経済地理的な観点から分析する際に

は、もう一つ重要な視点がある。それは都市の立地パターンがどのように形成されるのかという問いで

ある。経済地理学や都市経済学では、クリスタラーの中心地理論を契機に発展してきたが、単純な理論

化を拒む複雑な問題である。実際、交通費の低下が都市の立地パターン（同規模の都市が並立するか、

9　1905－35年の所得については、松本貴典［2004］「近代日本の地域経済発展一地域産業連関表によるアプロー

　チ」松本貴典編著『生産と流通の近代像一100年前の日本』日本評論社、で算出された数値を使用した。1960－

　2000年度については、経済企画庁経済研究所『県民所得統計年報』、内閣府経済社会総合研究所『県民経済計算

　年報』の数値を使用した。

10　三井清［2003］「社会資本の地方への重点的配分の評価」岩田規久男・宮川努『「失われた10年」の真因は何

　か』東洋経済新報社など。
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図2　一人あたり都道府県民所得の推移

以下の図では、各年（年度）において平均M、標準偏差S、各都道府県の一人あたり所得Yとすると
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大都市と中小都市というようにヒエラルキー化するかなど）にどのような影響を及ぼすかに関しても、

モデルの前提によって正反対の結論が得られることがある1「。現実の問題を考える際にも、前述の三大

都市圏の累積的な発展が、他の都市にどのような影響をもたらしたのかという経済地理的なダイナミズ

ムに注目する必要があろう。

　以上が、本稿の基本的な問題関心であるが、研究はまだ端緒についたばかりであり、都市化→産業発

展の経路や都市の立地パターンないし都市間の相互作用を解明したというにはほど遠い状態である。本

稿では、それ以前にさまざまな都市の発展の経路について歴史的事実を把握することを目指す。以下、

第2節では戦前の都市計画法指定都市からサンプルとして都市を選択する。第3節ではサンプルとして選

択したもののうち、金沢と仙台の都市発展の摩史について素描する。最後の第4節では、今後の課題に

ついて述べる。

2．近代都市の発展と都市計画法指定都市

　日本で近代的な都市化が始まったのはいつ頃であろうか。たとえば東京（江戸）は明治維新後に地方

各藩の武士が地元に帰還したため人口が減少し、明治中期頃から再び増加し始めた。地方都市において

も、廃藩置県に伴って城下町が衰退する事例が見られる一方、産業革命の進展に伴って旧来の町場や新

たな工業都市が発展する事例もある。都市への人口集中が飛躍的に増加したのは191418年の第一次世界

大戦中であり、都市政策の必要性が本格的に意識された。1918年5月内務省大臣官房に都市計画課が設

置され、1919年には都市計画法と市街地建築物法が制定され、翌年施行された。当初、都市計画法の対

象地域として、東京市、横浜市、名古屋市、京都市、大阪市、神戸市の6大都市が指定された。しかし、

他の地方都市から対象地域として指定されることを要望する声が相次いだため、1923年5月、25都市

（札幌市、小樽市、函館市、堺市、尼崎市、長崎市、新潟市、仙台市、金沢市、岡山市、広島市、呉市、

下関市、福岡市、門司市、小倉市、福岡県若松市、八幡市、熊本市、鹿児島市、豊橋市、静岡市、浜松

市、岐阜市、大牟田市）が指定された。指定都市を見ると各地方の核となる中規模都市のほか、重要港

湾都市や工業都市の指定が目立つ。内務省における都市計画中央委員会で、この新たな指定都市（当初

は、上記鹿児島市までの20都市が原案であり、その後豊橋市以下の5都市が追加された）に関する説明

がなされた。当時の有力都市の状況に関する政府の認識が現れていると思われるので、その一部を以下

に掲げる（カタカナはひらがなに、旧かなは現代かなつかいになおした）［2。

　「（前略）中小都市より都市計画法を施行して貰いたいと言う希望が段々熱烈になって参りました。…

（中略）御承知の通り六大都市の如く、都市が不秩序に膨張発達して後に土地計画法を施行し、而して之

を破壊し整理すると云うことは、徒に金と力とを無益に使い労多くして効少なきような結果に相成りま

す。それでありますから都市が未だ十分に発達せず、又非常に広き区域に拡まらない際に於て、予め計

画を立てて置きますれば所謂労少なくして効多き結果を得ると云うことは明かなる事柄と考えます。内

務省に於きましては嚢に全国都市に照会いたしまして、大体其希望のあります都市三十五を選び之を都

市計画法を施行する案を立てまして、是が指導監督に要する技術員の経費其他を大蔵省に要求したので

あります。然るに時恰も財政緊縮を要する折柄でありまして、其費用を取ることが出来ませんでした。

11前掲、佐々木公明・文世一［2000］『都市経済学の基礎』有斐閣の第7章を参照。

12　内務大臣官房都市計画課［1927］『都市計画要鑑　第三巻』（柏書房より1988年復刊）p24－27。
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従って三十五の中小都市に都市計画法を施行すると云う計画は一時中止の已むなきに至ったのでござい

ます。併ながら其後も只今申上げましたように各都市より非常に熱烈なる希望を申立てて参りますし、

又一面には都市計画局に於きましてする仕事も最近に於て一段落を告げたような次第のこともありまし

て、多少人手の隙も出来ましたので、現在の人数を以て又現在内務省で使って居ります経費の範囲内に

於て手の及ぶ限り為し得る最大限度を見まして今回二十都市に対して都市計画を施行したいと云う希望

を以て本案を提出した次第であります」。

　上記の20都市を選定した理由は次の通りである。まず人口9万人以上の中都市を14個選定した。これ

が、札幌、小樽、函館、長崎、新潟、仙台、金沢、岡山、広島、呉、福岡、八幡、熊本、鹿児島である。

さらに、堺市は大阪市との、尼崎市は大阪市及び神戸市との一体的な都市計画が必要であるとして追加

された。また、下関市と門司市は関門海峡の両岸にあり、行政区画が異なるために種々の困難を生じて

いるので一体として計画する必要があるものとして加えられた。さらに、若松市は八幡市との経済関係

が深く、小倉市も同様に八幡市との関係のほか門司市と連続した地域であることから加えられた。また、

後に付け加えられた5市のうち、豊橋市、浜松市、岐阜市、大牟田市の4市は、原案の20都市との「権

衡」を保つために必要であるとして加えられた。さらに、静岡市は、東海道における歴史上著名な都市

であり、豊橋、浜松を付け加える以上、静岡を除外することは適当でないとして加えられた。

　当初の6大都市と合わせて31都市が1920年代前半における日本の中規模以上の人口集積都市と考えて

よいであろう。しかし、都市計画法の指定都市は、その後もさらに小規模の都市を加え、続々と増加し

た。まず、・1924年5月には富山市が加わった。その後、1924年10月の都市計画中央委員会では、指定都

市の拡大方針が決議された。委員会での内務省の説明では、「私共の方に聞こえまする所で現在此適用を

されて居ります都市以外に法律を適用して貰いたいと云う希望が随分沢山方々から来ますが、其希望あ

ります都市は人口の大小に殆ど拘らずなかなか都市の方で熱心にそれを希望して居る所が少なくないの

であります。それを考えて見ますと此法律の出来上がりました趣意、外国に於きまする法律の施行の状

況等から考えて見まして折角法律が出来て居ります以上は其恩典を受けさす方が宜いではないか、外の

都市を排斥して置く必要はないではないかと言う一つの考…」13が背景にあったようである。人口など

の客観的条件に基づき、すでに中規模であり今後の発展が見込まれる都市に限っていた適用を拡大し、

多くの都市により平等に特典を与えようとの方針に変化していったものと考えられる。この結果、1925

年3月には15都市（佐世保市、長岡市、津市、岡崎市、一宮市、清水市、大垣市、長野市、松本市、高

岡市、和歌山市、高松市、丸亀市、高知市、大分市）が追加された。1926年3月には西宮市と戸畑市が、

1927年3月には22都市（旭川市、八王子市、姫路市、明石市、高崎市、宇都宮市、足利市、宇治山田市、

匹旧市市、沼津市、甲府市、上田市、郡山市、福島市、秋田市、福井市、尾道市、徳島市、今治市、久

留米市、別府市、宮崎市）が加わったのである。都市計画法の適用によって、各地で都市計画が立てら

れ、土地区画整理、上下水道の整備、交通網の整備などが行われ、その際に補助金、地方債発行、特殊

銀行による融資などの便宜が図られることになる。以上のようにして、都市計画法によって全国の主要

都市のほとんどが網羅され、総花的に指定されたのである（図3）14。

　以上の経緯を見ると、指定が総花化する以前、1924年に指定された富山市までの32都市が、この時期

までに一定の都市化が見られ、その後の成長が予測された中規模以上の都市であったと考えてよいであ

13前掲、内務大臣官房都市計画課［1927］『都市計画要鑑　第三巻曇p23。
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図3　1927年までの都市計画法指定都市
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ろう。そこで、できるだけ長期間にわたる多様な都市化のあり方を分析するには、これら32都市を対象

とすることが適切であろう。目的は、20世紀日本における都市の発展をもたらした要因を分析するため

に、発展スピードの差異に注目して要因を抽出し、都市の自律的発展のメカニズムを解明するすること

である。しかし、すべての都市を一度に対象とすることは困難であるから、さしあたり、いくつかの地

域を選択する。その際、すでに6大都市は隔絶した地位にあり、また6大都市に連なる都市は特殊な条件

にあったため、初期条件が違いすぎる。一方、それ以外の都市に関してはほぼ同程度の人口集積水準で

あり、初期条件がある程度統制されていると考えることができ、比較しやすい。そこで、まずは6大都

市を除いて都市を選択することにしよう。

　都市の選択を行うため、1924年までの都市計画法指定都市32都市のその後の人口の推移を見てみよう

（表2。門司、小倉、若松、八幡は合併して北九州市となったため29都市で比較する）。ここでは、さし

あたり、人口というきわめて単純化された数値をもって、都市化の進展ととらえることにする。時代が

14　図3は、2000年時点での行政区画に基づく地図なので、1927年当時よりも市域が広がっていることがある。

　現在の都市分布から見て興味深いのは、千葉市、川崎市などその後発展した東京周辺の都市が1920年代半ばの

　時点では指定されていなかった点であろう。実際、千葉市の市制施行は1921年、川崎市は1924年であり、埼玉

　県の県庁所在地の浦和市に至っては1934年である。東京大都市圏の広がりは、当時は極めて限定されていたの

　である。
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表2　都市計画法指定都市人ロの推移
年
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出所：国勢調査報告。単位1000人。

注1：東京は戦前は東京市、戦後は特別区の人ロ。

注2：北九州市の1960年以前の数値は、合併時の市域人

　　ロの合計。

下るごとに市域が拡張した都市が多いため、人口増加には合併の効果もある。しかし、平成の市町村大

合併のような上からの半強制的な合併ではなく、都市どうしの自発的な意思に基づく合併による行政区

域の統合は経済的相互作用の活発化が背景にあるものと考えられる。したがって、合併による人口増加

を都市の拡張・発展の一側面と見なすことにも一理あろう。

　表2のデータから、人口倍率データによって、29都市をおよそ4つに分類することができる。

　①急成長都市（倍率8以上）一札幌、福岡、尼崎、熊本、堺、浜松、仙台、横浜

　②高成長都市（倍率6－7）一広島、富山、岡山、岐阜、静岡、：豊橋、新潟、鹿児島、名古屋

　③低成長都市（倍率2－4）一東京、金沢、下関、京都、神戸、長崎、北九州、大阪
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　④停滞都市（倍率2未満）一函館、大牟田、呉、小樽

　これらの都市から、成長率の高かった都市と低かった都市を選んでその発展史を比較することを試み

たい。その際、④の停滞都市については基幹産業の盛衰に大きく影響されていると予想され、都市化の

産業発展に対する影響力に注目する本稿にはそぐわないと考えられるので除外する。また、三大都市圏

に属する都市については初期条件が違いすぎるので除外する。これらを除外した上で、成長の差異をよ

り対照的に示すために、①と③から都市を選ぶことにしよう。①の候補は、札幌、福岡、熊本、浜松、

仙台であり、③の候補は金沢、下関、長崎、北九州である。これらのどれもが検討に値するが、まずは

できるだけ初期条件を統制するため、本稿では①の仙台と③の金沢を取り上げることとする。両都市と

も江戸時代の城下町であり、その後県庁所在地となり、1920年に人口規模でほぼ同等であった。また、

それぞれ東北地方、北陸地方の中心的な都市であり、周辺に巨大な工業地帯がない。それ以外の都市に

ついての検討も興味深いが、今後の課題とする。

3．金沢と仙台一比較による素描一

　1888年に発布された市制・町村制に基づき、翌年、全国に相次いで市が誕生した。金沢も仙台も市制

が施行されたのは1889年4月である。どちらも同じくらい古く城下町としての歴史を持つ。金沢は、

1580年に佐久間盛政が一向一揆を攻め滅ぼして以後城下町の建設が始まり、1583年の前田利家の入城以

後、いわゆる加賀百万石の藩都として栄えた。一方、仙台は、1600年、伊達政宗の仙台城普請の縄張り

始めにより、城下町建設が開始された。江戸時代には、金沢、仙台とも全国有数の城下町であった。

　近世には城下町として発展した両都市であるが、明治の廃藩置県以後の都市としての歩みは遅々とし

たものであった。仙台は1887年4月に日本鉄道によって東京と結ばれている。金沢はそれよりかなり遅

く、1898年に敦賀との鉄道が開通し、東海道線に接続された。また、仙台には1871年に東北鎮台が置か

れ、その後1888年に第二師団となる。一方、金沢には1873年に名古屋鎮台の分営所が置かれるが、その

後拡張され、1888年に第三師団第六司令部となり、さらに1896年には独立して第九師団が設置されるこ

ととなった。以上のように、1900年頃までには両都市とも大都市と鉄道で結ばれ、主要な軍都となって

いたわけであるが、産業や商業の発展には見るべきものがなかった。この結果、両都市の人口は、1900

年代初頭まで停滞、減少気味に推移している（図4）。とりわけ、江戸時代には東京、大阪に次ぎ、名古

屋に匹敵する城下町として栄えた金沢においては、衰退しているとの意識が強まっていった。金沢市史

にも次のように書かれている。「人口数万の都市ならいざしらず、当時10万を超える日本的な大都市で

あった金沢が、その後において人口増加率の極めて小さい都市として存続したという事実は、それ自体

極めて興味ある問題であるが、わが国の総人口がこの間において約三倍となっているし、都市人口のみ

の総計は明治初期と現在とを比較するとき、恐らく10倍を超えると思われるとき、周辺地域を合併して

もなお、その人口がこの百年余の問に二倍余にしかならない金沢は、従って、人口が相対的に減少した

地域とさえ言えるので、わが国の多くの都市の中にあって、まことに珍しい都市といわねばならない」IS。

しかし、188687年頃に開始された輸出向け羽二重を生産する新興機業地として、金沢は発展し始める。

地元から続々と起業家が出現したことが特徴である。世紀転換期には大規模マニュファクチュアが展開

し、さらに津田式力織機の開発などにより競争力を強め、第一次世界大戦時には飛躍的に発展した。一

15　金沢市史編さん審議委員会［1969］『金沢市（現代編篇）　下』p7－8。
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方の仙台は、ただし、1905年に片倉組仙台製糸所が設置され、生糸生産が工業の中心となったが、金沢

に比すれば製造業の発展はあまり見られなかった。鉄道開通による流通の中心地、金融の中心地、官公

庁の行政の中心地として、「消費都市的近代化」が進んだのである16。第一次世界大戦時には他の都市と

同様、大戦景気に沸き、人口が増加し、都市機能の拡充が課題となる。

　1923年の都市計画法指定に基づいて翌年策定された都市計画17によれば、金沢市および周辺町村が都

市計画区域（1401万3188坪、河川・山地などを除く利用面積1182万3804坪）として指定され、最終的に

は人口364，405人が収容できるとの見通しが立てられた。この36万人余りの人口は計画策定時の人口増加

率からして大正50－60年の間（1961－71年）に達成される見込みであった。一方の仙台の都市計画区域

（1599万5364坪、利用面積1324万280坪）は、金沢よりやや広いが、坪当たり人口が少なく見積もられ、

人口253，375人収容可能とされた。当時の人口増加率から計算すると大正50年以降（1961年以降）にこの

人口に達することになる。この都市計画を比較する限り、金沢の方が都市発展のスピードが速いと考え

られていたようである。現実には1950年頃までは仙台の方がやや金沢の人口を上回る程度であった。た

だし、表3の両都市の面積の推移を考慮するならば、これは仙台の方が周辺地域の合併がスムーズに進

んだ効果といえそうである。仙台の人口が金沢を大きく引き離して急増するのは1950年代以降であり、

高度成長とともに生じた現象だったのである19。

図4　金沢と仙台の人ロ推移

1，200，000

t，OOO，OOO
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600，000

400，000
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0

1889　　　　　　1904　　　　　　1919　　　　　　1934

　出所：金沢市統計書、仙台市統計書

1949 1964 1979 1994

16　仙台の歴史編集委員会［1989］『仙台の歴史』至文堂p381－385。

17　内務大臣官房都市計画課［1927］『都市計画要鑑　第五巻』

18戦時において、仙台は空襲を受けたが、金沢は空襲を受けず、古い町並みが残存した。仙台の戦後が破壊さ

　れた町の復興から始まったのに対して、金沢は良くも悪くも昔ながらの伝統の町が残されたのである。
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表3　金沢市と仙台市の

　　　面積の変遷（平方km）

年 金沢市 仙台市

1889 10．40 1745
1924 1α61 ↓

1925 20．05 ↓

1928 ↓ 53．60

1931 ↓ 7073
1932 ↓ 87．86

1935 51．55 ↓

1936 90．71 ↓

1940 ↓ 18821

1943 111．09 ↓

1947 114．16 ↓

1949 122．10 ↓

1954 30376 ↓

1956 309．79 236．85

1957 391．34 ↓

1962 458．78 ↓

1965 458．90 ↓

1967 459．18 ↓

1968 459．19 236．88

1969 459．21 ↓

1971 45931 ↓

1973 ↓ 237．05

1980 460．20 ↓

1981 468．09 ↓

1987 ↓ 495．98

1988 467．77 788．05

1992 467．77 ↓

1996 467．77 ↓

1997 ↓ 788．08

1998 ↓ 788．09

1999 467．77 ↓

出所：金沢市統計書、

　　仙台市統計書

　戦後においても、両都市の発展パターンの特徴は戦前と大きく変わらない。金沢の織物業は原料が絹

から人絹、合成繊維へと変化しながらも発展を遂げた。この結果、当然のことながら1970年代に日本の

繊維産業全体の競争力低下とともに金沢の製造業は停滞する。しかし、繊維機械、その他の機械産業、

同関連産業の芽が育ち、他品種少量型のすき間製品を製造する中小企業が見られ、電気機械、工作機械、

食料品工業、セラミックスなどが発展した。確かに、高度成長期に大規模工業を誘致した地域のその後

の衰退が目立つ中で、新たな地元企業が勃興した金沢の製造業は注目に値する。戦後の金沢は、人口規

模では他の都市に比して飛躍的な増加はなかったが、全国の都市機能ランキングなどでも高く評価され

ることが多く、内発的発展を遂げた地方都市のモデルとまで評価されることがある19。

19　中村剛治郎［2004］『地域政治経済学』有斐閣、第5章参照。
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　一方の仙台は、全国的な規模から見れば小さいものの、戦後、原町に卸売団地や工業団地が造成され

るなど、製造業の発展がなかったわけではない。1963年には仙台市及びその周辺地町村が新産業都市に

指定され、仙台新港が建設されるとともに、精油所、製鋼所などが建てられた。しかし、製造業による

雇用吸収をはるかに上回るペースで商業、サービス業が発展し、人口規模が拡大した。周辺地区からの

人口流入は激しく、宅地開発、交通機関、生活関連基盤、教育機関などの整備がなされた。このような

都市機能の整備が、さらに人口を吸収し、地域需要を拡大し、商業、サービス業の雇用を拡大するとい

う累積的メカニズムが働いたものと考えることができる。こうして仙台は、周辺地域の合併を経て1989

年には政令指定都市となる。

　以上の単純な素描より、人口増加が比較的緩やかであった金沢と急激であった仙台、製造業を核とし

た金沢と商業・サービス業の栄える消費都市である仙台と、両都市を対照的にとらえることができそう

である。まずは、このようなイメージをデータ的に確認してみよう。

　まず、前掲の図4の通り、戦後の仙台市の人口増加は非常に激しい。一般的に都市は周辺農村地域の

人口を吸収して拡大するものと考えられるので、周辺地域の人口のどのくらいを両都市が吸収していた

かを知るため、表4の各都道府県庁所在都市人口が当該都道府県人口に占める割合を見てみよう。1920

年代においては金沢17．3％、仙台124％であり、金沢の方が高い。他の都道府県に比べれば若干高いが地

域において圧倒的な人口吸収力を発揮していたわけではない。戦後1960年には金沢30．7％とかなり高く

なるが仙台は244％にとどまっている。2000年になると金沢38．69・、仙台は合併の効果もあり42．6％、両

都市とも県内における圧倒的第一位の都市として君臨するに至った。この両都市の数値は他の都道府県

に比しても高い（仙台は東京、京都に次ぎ3位、金沢は7位）。特に仙台については、ほとんど限界に近

い地域人口吸収力を発揮してきたといってよいであろう。次に、人口吸収の対象となる両都市周辺の後

背地の人口状況を見てみよう。表5により、一見して明らかなように、1950年代まで仙台周辺県の自然

増加率は極めて高い。その後も1980年代まで北陸地方に比べれば相対的に高い水準が維持されている。

このような後背地人口の増加が、その人口吸収を通して、仙台における累積的な都市化を進展させる必

要条件であったと見てよいであろう。人口規模からいえば、きわめて大きな都市化の利益が存在してい

たことが推測される。一方、金沢は都市人口や多様な産業の増加による需要増加が産業発展を生み出す

というメカニズムは限られていたものと思われる。

　次に、両都市の産業構造を産業別就業人口によって見てみよう（表6）。両都市の歴史の素描によっ

て見たとおり、1960年、2000年とも、金沢の製造業の比率が高く、仙台の卸小売業の比率が高い。特に

1960年の金沢市の製造業就業者比率は全国値よりも高くなっており、製造業特化度合いが高い。1960年

から2㎜年にかけて就業構造は両都市とも大きく変化した（表7）。全国的な傾向と同様、サービス、

卸小売業が多くの雇用を吸収した。製造業に関してはもともと高かった金沢で減少し、仙台で若干増加

した。それだけを見劉ば、金沢の製造業が衰退しているように思えるがそう単純でもなさそうである。

より注意深く見ると、仙台の製造業内における雇用増加に大きな特徴が見られないのに対し、金沢では

電気機械器具製造業の増加が著しい。これは全国的な傾向でもあるのだが、金沢においても、電気機械

器具製造業がリーディング・インダストリー的役割を果たしているのかも知れない。核となる製造業の

存在が、他の関連産業の派生的発展を導いている可能性は否定できないであろう。このことは、産業集

積が地域特化の利益をもたらし、持続的な製造業の発展を導いた可能性を示唆する。実際、繊維産業衰

退後も関連機械工業をベースにより付加価値の高い製造業が発展していったことから、地域特化の利益
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表4　都道府県庁所在都市の人ロシェア
　　　　（対都道府県人口比）
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出所：国勢調査報告

23



24

表5　周辺県の人ロ増加率

石川県 富山県 福井県 宮城県 岩手県 山形県 福島県

自然増加 実　数 増加率 実　数 増加率 実　数 増加率 実　数 増加率 実　数 増加率 実　数 増加率 奨　数 増加率

1920to　1925 29，369 3．9％ 45β07 6．3％ 291513 4．9％ 96，647 10．0％ 71，963 8．5％ 88，413 9．1％ 126，973 9．3％

1925to　1930 32，300 4．3％ 52206 7．0％ 30，559 5．1％ 112，274 10．8％ 89，898 10．0％ 95，621 93％ 144，392 10．0％

1930to　1935 30，601 4．0％ 50，508 6．5％ 27，161 4．4％ 121，795 10．7％ 93，131 9．5％ 96，856 9．0％ 147，459 9．8％

1950to　1955 50，771 5．3％ 55β20 5．5％ 44β88 6．0％ 148230 8．9％ 124β91 9．3％ 93，525 6．9％ 180，058 8．7％

1955to　1960 38，309 4．0％ 38，280 3．7％ 32，793 4．4％ 107，990 6．3％ 92ρ48 6．5％ 64，426 4．8％ 130247 62％
1960to　1965 37，489 3．9％ 35，790 3．5％ 30，051 4．0％ 85，684 4．9％ 74β87 5．1％ 45，701 3．5％ 92，763 4．5％

1965電01970 44201 4．5％ 41，111 4．0％ 27，995 37％ 82，851 4．7％ 610483 4．4％ 34，963 2．8％ 72ρ93 3．6％

1970to　1975 59，060 5．9％ 52，712 5．1％ 35，172 4．7％ 102，664 5．6％ 60，491 44％ 39，787 3．2％ 84，067 4β％
1975to　1980 45，973 4．3％ 37，565 3．5％ 281711 3．7％ 99，195 5．1％ 54，999 4．0％ 38，923 3．2％ 80，908 4．1％

1980to　1985 33，041 3．0％ 23，611 2．1％ 22，292 2．8％ 85，693 4．1％ 42，197 3．0％ 29，958 2．4％ 67，740 33％
1985to　1990 21，244 1．8％ 12β73 1．2％ 16，494 2．0％ 59，892 2．8％ 24，506 1．7％ 19，289 1．5％ 47，532 2．3％

1990to　1995 12，935 1．1％ 4，424 0．4％ 9778 1．2％ 38，527 t7％ 101970 0．8％ 5，196 0．4％ 27，232 1．3％

1995102000 10，579 0．9％ 2，422 0．2％ 6，778 0．8％ 27，845 1．2％ 561 0．0％ 一2，673 一〇．2％ 12，340 0．6％

社会増加 実　数 増加率 実　数 増加率 実　数 増加率 実　数 増加率 実　数 増加率 実　数 増加率 実　数 増加率

1920to　1925 一251875 ・3．5％ 一20，840 一2．9％ ・30，769 一5．1％ ・14β79 一1．5％ 一16，519 一2．0％ ・30，041 一3．1％ ・52，127 ・3．8％

1925重01930 一26，319 一3．5％ 一22，496 一3．0％ 一10β14 ・1．7％ ・1，3，526 一13％ ・15，111 一1．7％ ・42，884 一4．2％ ・73，838 一5．1％

1930to　1935 ・19ρ20 ・2．5％ ・30，571 一3．9％ 1，354 0．2％ 一29，778 ・2．6％ ・22，791 一2．3％ 一60，068 ・5．6％ ・74，046 一4．9％

1950to　1955 一41，863 ・4．4％ 一43，489 一4．3％ 一43，207 一57％ ・84，607 一5．1％ ・44，522 一3．3％ ・97，223 一7．2％ ・147，215 一7，1％

1955to　1960 ・31，078 一32％ ・26，787 一2．6％ 一32β55 一4．4％ 一91β60 一5．3％
　　　　」
|70，628 一4。9％ 一97，411 一7．2％ 一174，347 一83％

1960to　1965 ・30，408 ・3．1％ 一42，939 一4．2％ 一32，190 一4．3％ ・75，753 4．3％ 一1羽，786 一7．7％ 一103262 一7．8％ 一160，146 ・7．8％

1965to　1970 一22，280 一2．3％ ・36，881 一3．6％ ・34，322 ・4．6％ 一16，754 一1．0％ ・101，218 一7．2％ 一72，448 一5．7％ ・109，770 一5．5％

1970to　1975 8，392 0．8％ ・11，616 一1．1％ ・5β03 ・0．8％ 33β80 18％ ・46β11 一3．4％ 45，103 一3．7％ 一59，528 一3．1％

1975to　1980 3，459 0．3％ ・4，897 ・0．5％ ・7，956 一1．0％ 27，858 1．4％ ・18，635 一1．3％ 一7，308 一〇．6％ ・16252 一〇．8％

て980to　1985 一20 0．0％ 一8，701 一〇．8％ 987 0．1％ 8，282 0．4％ 一30、513 一2．1％ 一20，213 一1．6％ 一221708 一t1％
1985to　1990 ・8，941 一〇．8％ 一11，081 一1，0％ 一10，542 一13％ 12，371 0．6％ ・41，189 ・2．9％ ・22，561 ・1．8％ 一23，778 ・1．1％

1990to　1995 2，505 0．2％ 一1，460 一〇．1％ 一6，367 ・0．8％ 41，654 t9％ ・8β93 一〇．6％ 一6，628 一〇．5％ 2，302 0．1％

1995to　2000 一9，670 一〇．8％ ・4，696 一〇．4％ 4β30 一〇．6％ 8，736 α4％ 一31886 一〇3％ ・10，138 一〇．8％ ・18，997 一〇．9％

出所：国勢調査報告

が長期的かつ有効に作用していたことが示唆されよう。

　以上の簡単な検討から、さしあたり次のように推測することができるであろう。仙台では都市化の利

益が大きく、人口集積と第三次産業の発展が導かれ、都市として急成長を遂げた。一方の金沢は製造業

への地域特化の利益が大きく、人口成長の点では限られ都市としての拡大は緩やかであったが、製造業

を核とする持続的発展の基盤は充実していた。

4．今後の課題

　本稿では、都市発展のパターンが画一的なものではなく、産業発展が都市化を導くだけでなく、都市

化が産業発展を導く可能性に注目した。後者については、特に1970年代以降の日本では重要性を増して

いると思われるが、過去の研究で十分に注目されてこなかったため、その具体的な因果連関を解明する

ことを研究の主目的とした。そこで、まずは日本の都市化の多様な姿についての事実を把握するため、

金沢と仙台をサンプルとして選び、その発展の差異を素描した。金沢は製造業を核として発展したが、

人口増加率は緩やかであったと見られる。仙台は卸小売・サービス業のウェイトが常に高く、人口増加

率は極めて高かった。

　今後の課題は、第一に、都市化が産業発展にもたらす影響を解明する際に、金沢と仙台は貴重なサン

プルであると思われるので、その発展過程をより詳細に分析することである。同時に、比較分析を他の
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表6　就業人ロの構成（産業中分類）

（1）1960年

金沢市 仙台市 全　国

総　数 136，262 174，990 43，691，069
一　一　一　一＿　一一　，＿　一＿　一　一一　一　，　，　一　一一　一　一　一一■　一一　曹　一　一一　甲　一　一　一　一　一　一　一　一一　曽一　，　一一 一一一一一曹一，，P 一一曽曹一一一一一曹 ＿，曹雫一一一一一一■曹

農業 13．0％ 9．3％ 30．0％

農業 13．0％ 9．3％ 30．0％

曹　謄刷　＿　一　＿　＿一　一＿　一一　瞬　一　一　一　一　一　一　一　一一　曹曽　齢一　一一　一　一　一　曽一　一　一　一9　曹甲　一　F　－　一　一■　幽 ，P，騨甲一一一一一 ，一一一一■冒「一一 一一■一一一曽一，一一一

林業・狩猟業 0．2％ 0．1％ 1．0％

林業・狩猟業 0．2％ 0．1％ 1．0％

雫　一　＿＿　一　一　一　一　曹　，，　P－　一一　一一　一一　一　一　一曹　一一　一　一　一　冒曹，　，　，一　一“　冒　，　一一　一　一　・　曽　■　曹 一一一一一一一一曹冒 一一一一■曹一一一一 一＿一曹一一一一一一一．

漁業・水産養殖業 0．3％ 0」％ 1．5％

漁業・水産養殖業 0．3％ 0．1％ t5％
一　一一　一　一　曽　冒　一　一　一　一　一　一一　一一　一曹　一弓　，，　一　一　一一　．　願　一　一　一　一一　一　■　一一　暫一　一　9曹　，　一一　一 幽冒曹曹一檜一一一一 一一一■騨一一一一幽 ＿，騨一一一一一曹一一一

鉱業 α1％ 0．3％ 1．2％

鉱業 0．1％ 0．3％ 1．2％

一　曹　冒　一　一　一　一＿　＿＿　曽　．　曹　一　一　一一　一　一　一　一　一　曽　層　一　一　一■　一冒　・　雪一P　，¶　，　一一　一　一　一　一　冒　一　， 一一一一一一一■－9 一一一一一一一一曹「 一一一冒冒一．一一一一一

建設業 5．5％ 8．1％ 6．1％

建設業 5．5％ 8．1％ 6．1％

＿　＿　＿　一　＿　＿　一　，　，　一　＿　｝　一　一　＿　一　一　一　一　＿　一　曹　，　一　一　一　曹　曹　｝　一　一　一　一　一　一　一　一　一　一　一　■　胃　一　一　一　一 9一冒曽曹雪一一一一 一一一■曹智，雪F一 一一一，’一一一一冒冒檜

製造業 26．1％ 14．2％ 21．9％

食料品製造業 2．1％ 2．6％ 2．0％

たばこ製造業 0．5％ 0．6％ 0．1％

繊維工業（衣服その他の繊維製品を除く） 6．7％ 0．4％ 3．2％

衣服その他の繊維製品製造業 2．1％ O．3％ 0．9％

木材木製品製造業（家具を除く） 0．8％ 0．6％ 1．3％

家具装備品製造業 1．0％ 0．8％ 0．7％

パルプ・紙・紙加工品製造業 0．9％ 0．4％ 0．7％

出版・印刷同関連産業 t8％L 1．8％ 0．9％

化学工業 0．3％ 03％ 1．2％

石油製品・石炭製品製造業 0．0％ O．1％ 0．寸％

ゴム製品製造業 0．0％ 1．3％ 0．4％

皮革同製品製造業 Oj％ 0．1％ 0．2％

窯業・土石製品製造業 0．7％ 0．6％ 1．1％

鉄鋼業・非鉄金属製造業 0．9％ 0．5％ 1．4％

金属製品製造業 2．2％ 1．3％ 1．5％

機械武器製造業 3．9％ 0．6％ 1．7％

電気機械器具製造業 0．4％ 1」％ 1．6％

輸送用機械器具製造業 0．7％ Oj％ 13％

医療理化学・光学機械器具時計製造業 0．1％ 0．2％ O．4％

その他の製造業 0．8％ 0．5％ 1．2％

一＿　曹卿　＿　一　一　一＿　＿＿　曹一　一一　一一　一一　一一　曹曹　，一　，　一　一一　一　曽9　，一　一　一　一一　一冒一　幽　一　，　一一 一一一一■一，一一一 一一一9，一一一一■ 一曹，一一一一■一冒曹．

卸売業・小売業 23．2％ 26．0％ 15．8％

卸売業 8．5％ 8．9％ 4．7％

小売業 14．8％ 17．2％ 11．1％

・　曹　，一　一一　一　・　嘗　一一　，　一一一　一　一　一　一一　一曹　一　一　一一　一一　一一　虚曹　一一　一　一　一　一　一一　一　曹，P　一　一 一■一一曹曹一一一一 冒冒一曹P－一一一冒 冒一冒一一一一一曹曹曹一

金融・保険・不動産業 3．7％ 4．5％ 1．8％

金融・保険業 3．6％ 4．2％． 1．6％

不動産業 0．2％ 0．3％ 0．2％

一　曹　一　＿　＿　＿　一　一　一　＿　一　一　一　＿　一　一　暫　曹　，　一　一　一　一　冒　一　一　・　－　F　一　一　一　一　一　一　曹　曹　P　－　一　一　一　一　一　■　一 一一一一一一一一一幽 辱一一一一一一一一曹 曹，雪一一一一曹9－一一

運輸・通信業 6．7％ 8．5％ 5．1％

運輸業・倉庫業 4．5％ 6．0％ 4．0％

通信業 2．2％ 2．5％ 1．1％

一　一　一　一　一　一　9　曹　，　一　，　曹　，　一　一　，　一　一　一　一　一　一　甲　一　一　一　一　曹　一　■　一　曹　一　一　一　一　一　一　一　一　一　一　曹　，　一　雫 一一一一一一一一一曹 一一一一一暫冒・曹， 一，一一一一一．，一一一

電気・ガス・水道業 0．7％ 1．2％ 0．5％

電気・ガス・水道業 0．7％ 1．2％ 0．5％

一　一　■　＿　一　一　一　＿　一　一　＿　■　曹　一　，　r　－　F　－　一　一　一　曹　一　一　一　一　一　一　■　一　■　一　一　，　曹　．　曹　一　一　甲　一　一　一　一　一 ■一一■一「一一一一 ■冒■曹一一一一一一 一一一一■’F－一■一一

サービス業 16」％ 19．4％ 11．8％

対個人サービス業 5．2％ 6．3％ 3．9％

対事業所サービス業 1．0％ 1．0％ to％

修理業 07％ 0．8％ O．6％

娯楽業 0．9％ 0．7％ 0．7％

医療保健業 2．8％ 3．4％ 1．5％

教育 33％ 4．6％ 2．4％

その他のサービス業 2．2％ 2．6％ 1．6％

一　一　一　一　一　＿　曹一　一一　曽一　胃　一　一　一　一　一　一　一　一　一　曹噛　，曽　曹胃　一　一　一　一　一曹　一　一　・　一一　一　一　一　幽　曹暫　， 一一一一一9隠，，一 一一一曹，F－一一幽
＿一一一唱

Q一一一一F－“

公務 4．2％ a2％ 3．0％

公務 4．2％ 8．2％ 3．0％

一　＿　一　一　一　＿　曹　一　，　曽　曹　，　一　一　一　一　一　一　一　一　一　一　一　，　一　一　一　一　■　冒　一　幽　一　，　一　曹　曹　曹　，　P　，　，　一　■　一　■ 曹需，一一甲一一一一 一＿■暫，一一一一曹 一一一一■冒曹，一，一一

分類不能の産業 0．0％ 0．0％ 0．0％

分類不能の産業 O．0％ 0．0％ 0．0％

出所　国勢調査報告

25



26

（2）2000年

金沢市 仙台市 全　国

総　　数 232，613 484，234 63，032，271
一一・一一一一一一冒曹．一一幽一一一一層．曹一一一騨甲，冒曹一曽國曽一一冒一一，¶曹一虚一一＿願 一一一9幽曹・一一一 騨冒層，一．曹圏一・ 一一■一“騨一一”曹■一

農業 1．6％ マ．2％ 4．6％

農業 1．6％ 1．2％ 4．6％
幽幽一一，一冒．曽曹一暫一一一曹．曹・9－一一｝，一一9圏曹圏一一一甲一■曹．9■一一一r－■一 一圏暫一一一，騨，一 一一・暫曽一一一r， ■一一一，｝，，一一一一

林業 0．0％ 0．0％ 0．1％

林業 0．0％ 0．0％ 0．1％
一，一“曹一一一■一一”F辱，9凹一一一甲r，冒曹・一一一一，一騨“曹■一一一一F－P｝一．曹一 一一甲，｝騨一．冒． ．9曽一一一胃”，曹 曹圏曹．一冒曹曹一幽幽一

漁業 0．1％ 0．0％ 0．4％

漁業 o．1％ o．o％ 03％
水産養殖業 0．0％ 0．0％ O．1％

一髄一一一一一一一｝■一■■一一一一，雪曹一一一一一，甲，r曹9嘗一曜一一一一“曹■暫＿一一｝＿ 冒曹9一曽曹9幽一一 曹■一一，一冒一一一 一一一一願一一一一胃曹曹

鉱業 0．O％ 0．0％ 0．1％

鉱業 0．0％ 0．0％ 0．1％
一，願，一一一一■一一一，一雫一・一一一一“一一，層曹・曹・一，一胃一■曹一一＿一一一＿層■曹一 曽｝｝一一胃冒，“｝ 曹一曹噛一一一一一一 曹曹曹曹■曽一■一一一一

建設業 10．3％ 10．4％ 10．1％

建設業 10．3％ 10．4％ 10．1％
一暫一一■一曹一隠¶曹一一■一，，，弓■9・一一一雫一，層爵一噂一一一曹冒嘗曽一圏一＿一一胃層一 曹・一一一一一F－一 一需一，｝．一・一幽 甲，胃冒．曽暫曹一9－一

製造業 14．7％ 7．4％ 19．4％

食料品製造業 1．8％ 1．3％ 2．0％

飲料・たばこ・飼料製造業 02％ 0．2％ 0．2％

繊維工業（衣服、その他の繊維製品を除く） 1．0％ O．0％ 0．4％

衣服・その他の繊維製品製造業 0．8％ 0．3％ 1．1％

木材・木製品製造業（家具を除く） 0．2％ 0．1％ 03％
家具・装備品製造業 0．2％ oj％ 0．4％

パルプ・紙・紙加工品製造業 0．2％ 0．2％ 0．5％

出版・印刷・同関連産業 1．7％ 1．4％ 1．2％

化学工業 0．3％ 03％ 0．9％

石油製品・石炭製品製造業 O．0％ 0．0％ 0．1％

プラスチック製品製造業（別掲を除く） 0．5％ α2％ 0．8％

ゴム製品製造業 0．1％ 』0．1％ 0．3％

なめし革・同製品・毛皮製造業 O．0％ O．0％ 0．1％

窯業・土石製品製造業 0．3％ 0．2％ O．7％

鉄鋼業 0．1％ 0．1％ 0．4％

非鉄金属製造業 0．1％ o．1％ 0．3％

金属製品製造業 1．8％ 0．4％ 1．7％

一般機械器具製造業 2．6％ 03％ 1．8％

電気機械器具製造業 2．1％ 1．5％ 3．3％

輸送用機械器具製造業 0．2％ o．1％ 1．6％

精密機械器具製造業 0．1％ 0．2％ 0．5％

その他の製造業 03％ 03％ 0．7％
層　曹　■　一　一　9　－一　一“　騨一　嘗冒　一一　一　一　一　r　冒　一一　一　一　一　一　一　，　一　冒　9　幽　＿　幽＿　一　一　＿　一　曹　．　曹　圏　曽　．　一　一

一一一檜魑9圏一一■ ｝F“F一■9幽一一 一一一，冒曹曽幽一一冒一

電気・ガス・熱供給・水道業 0．5％ 0．8％ 0．5％

電気・ガス・熱供給・水道業 0．5％ 0．8％ 0．5％
冒　曹　幽　■　一■　一　一　一　一　腎　．　曹噛　一　一一　一一　層　冒　曹　一　一　一一　，｝　一一　，9　曹　一　＿　幽　一　＿＿　，　匿　謄曽　＿　一　一＿　＿

一冒曹曹曹曹一■一一 一騨¶，冒曹一一■一 P甲一層一9－一一一雫弓

運輸・通信業 6．0％ ZO％ 6．3％

鉄道業 0．3％ 0．6％ 0．4％

道路旅客運送業 1．0％ 1．2％ o．9％

道路貨物運送業 2．6％ 2．8％ 2．8％

水運業 0．0％ o．o％ 0．1％

航空運輸業 0．0％ 0．1％ 0．1％

倉庫業 0．1％ 0．3％ 0．2％

運輸に附帯するサービス業 0．4％ O．5％ 0．7％

郵便業 0．7％ 0．7％ 0．6％

電気通信業 o．9％ 0．9％ 0．4％
，　一　曹　一9　曹　・　一■　■　一　，　，曹　・　冒　一　一　一　一，　一曹　曹一　曹一　一　一　一層　一　曹一　＿　幽　一＿　一　一　層　，曹　曽一　一　一　一

一“，甲，曹9－一一 一雪¶，層一曹暫一一 一一，雪．■一一一一一一

卸売・小売業、飲食店 26．9％ 30．9％ 23．0％

卸売業 9．1％ 11．9％ 63％
各種商品小売業 11．0％ 1．1％ 1．O％

織物・衣服・身の回り品小売業 1．3％ 1．3％ 1．2％

飲食料品小売業 4．9％ 5．5％ 4．8％

自動車・自転車小売業 1．2％ t1％ 1．1％

家具・じゅう器・家庭用機械器具小売業 α6％ O．8％ 0．8％

その他の小売業 3．7％ 3．9％ 3．4％

一般飲食店 3．6％ 4．0％ 3．5％

その他の飲食店 1．6％ 1．2％ 1．0％
一　一　曹，　曹　圏　一■　一　一　一　■　－　9　－　・　9　－　一　一　一　，　R｝　曹　圏　幽　一一　｝　，　曹，曹　一9　－　一　一　，　冒　■　曹　一一　曽　一　一

一一，胃F，．曹・曹 一・一一一一一一F， ．曹．■一一一一■曹■嘗

金融・保険業 3．7％ 33％ 2．8％

金融・保険業 3．7％ 3．3％ 2．8％
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一＿曹r－一＿一・，一｝，雪一一一一一一一一一・｝一一一一幽，一一需F■一一一一曹一一一■．騨一 一一一一一一一一一一 ■r一一一一一9曹■
一　一　一　一　一　曹　一　一　一　一　一　幽

不動産業 1．2％ 1．6％ 1．2％

不動産業 1．2％ 1．6％ 1．2％

　　　　　　　　　　　　　　一一一9・弓曹一．曹一雪，F－一]　，　，　一　一　●　，　一　一　一　一　一　一　一　一　■　一　一　一　・　騨　一　一　一　一　一　一　一　一　一　一　冒 一●曹曹一一一曹，一 一曹冒冒幽雪騨一一一 ＿＿一＿曹冒一一一・曹騨

サービス業 30．4％ 31．4％ 27．0％

洗濯・理容・浴場業 1．9％ 2．0％ t8％

駐車場業 0．1％ 0．1％ 0．1％

その他の生活関連サービス業 07％ 0．8％ O．7％

旅館、その他の宿泊所 1．2％ 1．4％ 1．1％

娯楽業（映画・ビデオ制作業を除く） 1．1％ 1．0％ 1．3％

自動車整備業 0．5％ 0．5％ 0．5％

機械・家具等修理業（別掲を除く） 0．4％ 0．7％ 0．5％

物品賃貸業 0．5％ 0．6％ 0．4％

映画・ビデオ制作業 o．1％ 0．1％ 0．1％

放送業 0．3％ 0．3％ 0．1％

情報サービス・調査業 13％ 1．6％ 1．4％

広告業 0．3％ 0．5％ 0．3％

専門サービス業（他に分類されないもの） 3．8％ 4．4％ 3．2％

協同組合（他に分類されないもの） 0．4％ 0．2％ 0．6％

その他の事業サービス業 3．7％ 4．5％ 3．4％

廃棄物処理業 0．3％ 0．4％ 0．4％

医療業 6．0％ 4．7％ 4．6％

保健衛生 0．2％ 0．3％ 0．2％

社会保険、社会福祉 2．2％ 1．6％ 2．0％

教育 4．2％ 4．7％ 3．3％

学術研究機関 O．3％ 0．4％ 0．4％

宗教 0．5％ α2％ 0．3％

政治・経済・文化団体 0．4％ 0．5％ 0．4％

その他のサービス業 0．0％ 0．1％ 0．1％

外国公務 0．0％ 0．0％ 0．0％

一＿一一・曹幽9－｝＿一一一一・曹，曹P－一一一曹冒一一一一一一一■一曹一P，冒，一一一・ @・一” ，一一一一一一一一一 一一一■冒・，一一一 ＿幽，冑曹，一一一一曹冒

公務（他に分類されないもの） 3．4％ 4．1％ 3．4％

国家公務 1．3％ 2．2％ 1．1％

地方公務 2．1％ t9％ 23％
一　一＿　曹9　，＿　＿＿＿　一＿　一一　曹　，　一　一　一　一一　圏　曽曹　．　，　一　一一一　幽　一　一　一　一，　一一　一一　幽一　冒曽曹　冒　騨　一 一一曽曹噌冒，一一一 一9曹9－一一一一一 一一一一一一一一一，，一

分類不能の産業 1．2％ 1．9％ 重．2％

分類不能の産業 1．2％ 1．9％ 11．2％

出所：国勢調査報告

都市にも広げる必要があろう。

　第二に、経済発展における製造業の役割の再検討の必要性である。従来、日本の経済発展を説明する

際、製造業の発展が過度に重視されてきたように思われる。その一方で、卸一’小売業、サービス業など

都市的な産業発展は軽視されてきた。確かに、金沢のように製造業を核とした都市として存続し、都市

機能が充実してきた都市もある。しかし、雇用吸収力には限りがあり、人口規模の増加は緩やかなもの

にとどまっており、都市化の進展には限界があったものと考えられる。現実には、金沢のように製造業

に先導されて発展したと見られる都市もあれば、仙台のように人口増加に伴って商業・サービス業の規

模が拡大して発展したと見られる都市もある。これらの両側面が20世紀の日本の経済発展の過程だった

のであり、時代が下るごとに仙台的な発展が大きなウェイトを占めるようになってきたように思われる。

都市化の進展が20世紀日本の経済発展の大きな特徴であったとすれば、従来のような製造業に偏った説

明では不十分であろう。その際、もちろん仙台のように肥大化する都市もあれば、核となる製造業の競

争力低下の結果、商業・サービス業が需要に限りがあって停滞し、衰退してしまった都市も少なくない。

したがって、累積的な大都市の発展とそれに伴って衰退する都市との相互作用の過程を解明する必要が

あるだろう。製造業の発展の限界を見据えながら、このような都市発展のダイナミズムを解明すること

が今後の課題である。

　第三に、本稿ではほとんど触れなかったが、地域特化の利益や都市化の利益によって生ずる累積的な



28

表7　1960年から2000年の就業人ロ増加に対する各産業の寄与

産業分類 金沢市 仙台市 全　国

総数 100．0％ 100．0％ 100．0％

農業 ・14．6％ 一3．4％ 一52．9％

林業 一〇2％ 0．0％ 一t9％

漁業 一〇．2％ 一〇．1％ 一2．2％

鉱業 一〇．1％ 一〇．2％ 一2．5％

建設業 17．1％ 1t8％ 19．0％

製造業 一1．6％ 3．6％ 137％
飲食たばこ製造業 1．1％ 0．5％ 2．7％

繊維工業（衣服その他の繊維製品を除く） 一7．2％ 一〇．2％ 一5．8％

衣服その他の繊維製品製造業 一1．1％ 0．3％ 1．4％

木材木製品製造業（家具を除く） 一〇．7％ 一〇．3％ 一1．9％

家具装備品製造業 一〇．9％ ・0．3％ 一〇2％

パルプ・紙・紙加工品製造業 一〇．6％ 0．0％ 一〇．1％

出版・印刷同関連産業 1．5％ t2％ 1．9％

化学工業 1．4％ 0．6％ 2．8％

石油製品・石炭製品製造業 一〇．1％ 0．0％ 0．0％

ゴム製品製造業 0．2％ 一〇．6％ 0．1％

皮革同製品製造業 一〇．1％ 0．0％ 一〇．1％

窯業・土石製品製造業 一〇．2％ 0．0％ 一〇．1％

鉄鋼業・非鉄金属製造業 一〇．9％ α0％ 一〇．8％

金属製品製造業 1．2％ 一〇．1％ 2．1％

一般機械器具製造業 0．8％ 0．2％ 2．2％

電気機械器具製造業 4．6％ 1．8％ 7．1％

輸送用機械器具製造業 一〇．6％ 0．1％ 2．4％

精密機械器具製造業 0．2％ 0．1％ 0．6％

その他の製造業 ・0．3％ α2％ 一〇．6％

電気・ガス・水道業 0．1％ 0．6％ α5％

運輸業・倉庫業 6．0％ 6．1％ 10．0％

通信業 一1．0％ 0．0％ 一1．1％

卸売業 10．0％ 13．5％ 9．8％

小売業 22．2％ 20．0％ 29．3％

金融・保険業 3．8％ 2．7％ 5．5％

不動産業 2．5％ 2．4％ 3．5％

サービス業 50．7％ 38．2％ 6t2％
公務 23％ t8％ 4．2％

出所　国勢調査報告

都市の発展が、経済厚生の観点から評価できるか否かという問題である。平たくいえば、大都市の肥大

化の一方、中小都市が衰退の一途をたどるような状況が一国経済全体から見て望ましい状態か否か、で

ある。将来的な都市化の利益が正しく予測され、都市への投資が進展するのであれば、効率的な資源配

分がなされているといえるであろう。そのときに検討すべきなのは、地価の動向である。地価が将来収

益を予想して合理的に形成されているのであれば、大きな問題はないであろう。しかし、よく指摘され

るように、20世紀の日本では地価バブルが繰り返し発生してきたと見られる。また、土地の流動性はあ

まり高くなく、特に住民の固着性が強いことが多いから、人気のある地域の土地の指し値が極端に高ま

ることが稀ではない。もし、地価の上昇が土地担保価値を高め、企業が投資する際に調達できる資金量

に大きく影響してきたとするならば、投資の地理的配分は必ずしも適切でなかったかも知れない。地価
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バブルが過剰な投資をもたらし、その結果、一部地域において必要以上の投資がなされた可能性があろ

う。この結果、失敗した投資が地域経済を大きく混乱させたかも知れない。また、それ以上に問題が大

きそうなのは、地価が過小評価された地域において、資金調達に支障を来し、企業活動が衰退する結果

を招いた可能性である。

　第四に、これも効率性に関わる議論であるが、都市発展の担い手の問題である。担い手は、金沢の場

合のような産業発展の核をなした地元の中小製造業起業家、多くの街にある地元商店街の商店主たち、

広域的な大企業などさまざまである。近年、日本のどこの都市にいっても同じような看板を見かけるこ

とが多くなったことに示されるように、広域的な大企業の各地への進出が目立つ。ここ30年ばかりの新

しい出来事であるが、このような事態が生じた原因が十分に解明されているとは言い難い。これが地域

の雇用変化にもたらす影響はケースバイケースであろう。さらに、このような担い手の変化が長期的な

都市発展にどのような影響をもたらすのか、明確でない。現実には、IS；70年代以降、広域的な大企業の

集中する大都市の累積的発展と守旧的な地元中小企業に支配された閉鎖的な中小都市の衰退というイメ

ージが強い。これらが消費者の合理的な選択の結果だとすれば、広域的な大企業が都市発展の担い手と

なることは経済的に合理的であり、望ましいということになりそうである。しかし、たとえば近年、ア

メリカの一部の都市では、チェーン店の進出をまちづくりの観点からマイナスと評価し、進出を規制す

るケースがある。確かに、どこの都市にいっても同じようなチェーン店ばかりになれば、まちの個性が

失われ、都市の発展活力がそがれるかも知れない。実際、大都市の内部においても、魅力的なまちとそ

うでないまちがあり、魅力的なまちに他所にはない小さな商店が集まっていることが少なくない。実際、

広域的な大企業のパフォーマンス拡大がいちがいに経済合理性を持つともいえない。広域的な大企業間

でも寡占的な競争が行われ、しばしば採算を度外視したエリア・ドミナント出店戦略がとられるケース

もあろう。そのような戦略が経済合理性を持つとは限らない。また、大企業は、個人企業・中小企業に

比して情報獲得や資金調達の面で優位にあるがゆえに、新しい地域への進出が容易に可能になることが

多い。そのような情報の非対称性を原因として、個人企業・中小企業の投資が過小となり、非効率が発

生する可能性もあろう。だとすれば、広域的な大企業が各地で増加している現象は、必ずしも消費者の

合理的な選択に対応した結果だとはいえそうにない。もし、地価の形成が合理的でなく、情報の非対称

性問題が大きく、非効率な資源配分の結果、大都市が累積的発展を遂げているのであるとすれば、地域

開発政策が有効性を発揮する余地があろう。

　以上が今後の検討課題である。


